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　旧 8 号館の大教室、行政法総論のご講義で、首藤重幸先生は大要、下
のように「公定力」についてとりわけ熱く語っておられたように筆者は記
憶している
（１）
。
行政行為は、それがたとえ違法であったとしても、裁判所によって取り消さ
れるまでは有効なものとして扱われる。このことを指して、行政行為には
「公定力」があるといわれる。この怪しげな「公定力」の本質とは何か、そ
の通用する範囲はどこまでか、「公定力」をめぐる理論の検証と克服は、戦
後の行政法学にとって最大の理論的課題であったし、今後もなおその議論の
論　説
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おわりに
（ 1）　筆者は行政法総論の授業で初めて首藤重幸先生のご講義に接しました。その
後、学部 3年次に首藤ゼミの扉を叩いて以来、早くも約20年の月日が経ちました。
研究どころか将来のことさえもきちんと考えているのかよくわからない「メルヒェ
ン」な筆者を、長い間、温かい目で見守り、また絶えずご指導下さいましたこと
は、かけがえのない財産です。
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行く末を警戒感をもって見ていかなければならない。
　本稿は、戦後の行政救済における公定力の克服の一つの例である、違法
な課税処分と国家賠償訴訟との連関を取り上げ、公定力の克服の「その
後」の分析を試みるものである。
はじめに
　「税務訴訟を含む戦後日本の行政訴訟理論は、まず、この公定力の制約、
もしくは、その影響を合理的範囲にとどめることを第一の課題とした
（２）
」。
行政行為の公定力は国家賠償訴訟にも及ぶのか。すなわち、取消訴訟によ
って公定力が排除されない限り、違法な行政行為に対する国家賠償訴訟は
認められないのか。この問題は、公定力の検証と克服の重要な課題の一つ
であった。
　この問題について、判例は、比較的早い段階で、行政処分の違法を理由
とする国家賠償訴訟については、あらかじめ当該行政処分の取消や無効確
認の判決を得なければならないものではないとし
（３）
、行政処分の公定力は国
家賠償訴訟には及ばないとの立場をとっていた（以下、「昭和36年最判」と
いう）。
　一方、上記の規範が、課税処分のような金銭の賦課・徴収を目的とする
処分にも当てはまるのかについては、必ずしも自明ではなかった。という
のは、違法な課税処分による過大な税額相当額を損害とする国家賠償請求
が認められるならば、実質的に違法な課税処分を取り消したのと同じ結果
（同様の経済的効果が得られること）となり、課税処分を取り消すための争
訟制度を設けた法の趣旨を潜脱することになるのではないかと考えられる
（ 2）　首藤重幸「税務訴訟にみる公定力理論の検証と克服」税弘59巻 6 号81頁（2011
年）。
（ 3）　最判昭和36年 4 月21日民集15巻 4 号850頁。
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からである
（４）
。国家賠償請求を認める肯定説の立場からは、憲法上に根拠を
有する国家賠償請求権を明文の根拠もなく否定することはできないこと、
課税処分の場合に国家賠償訴訟と取消訴訟とが同一の結果となるのは金銭
というものの特質に由来することであって、この場合に取り立てて処分の
公定力との調整を図るまでもないこと、また取消訴訟と国家賠償訴訟とで
は目的・要件・効果を異にすることから、国家賠償法 1条の解釈論として
も十分妥当な結論に至るであろうと主張された
（５）
（「人見説」）。そして、こ
の問題をめぐって、学説・判例を二分する論争が繰り広げられたのであ
る
（６）
。
　そのような中、最判平成22年 6 月 3 日民集64巻 4 号1010頁（名古屋市冷
凍倉庫事件。以下、「平成22年最判」という）は、「当該行政処分が金銭を納
付させることを直接の目的としており、その違法を理由とする国家賠償請
求を認容したとすれば、結果的に当該行政処分を取消した場合と同様の経
済的効果が得られるという場合」についても、昭和36年最判の理は同様に
妥当するとし、肯定説に立つことを明らかにした。国民の権利救済におけ
る国家賠償制度の意義とその役割に鑑みれば
（７）
、平成22年最判の結論は支持
（ 4）　宇賀克也『国家補償法』（有斐閣、1997年）381頁参照。
（ 5）　人見剛「金銭徴収・給付を目的とする行政処分の公定力と国家賠償訴訟」都立
法学38巻 1 号157頁（1997年）参照。
（ 6）　これまでの判例・学説については、小澤道一「課税処分に係る取消争訟制度
の排他的管轄と国家賠償請求との関係―判例・学説の分析と検討（上）・（下）」判
時2061号 3 頁および同2062号13頁（2010年）による詳細かつ網羅的な分析がある。
（ 7）　平成22年最判の宮川光治裁判官の補足意見は人見説を採用している。他方、法
廷意見に対する人見説の影響については、法廷意見が取消訴訟と国家賠償訴訟との
制度的差異を取り立てて強調せず、憲法17条も援用しないなど「宮川裁判長の補足
意見から一線を画した」とする見方もある（仲野武志「判批」『平成22年度重要判
例解説』（有斐閣、2011年）57頁参照）。しかし、原審はじめ否定説が公定力の実質
的否定をその主な論拠としていたことを考えると、公定力との抵触は問題にならな
いという結論を述べるのみでは説得力を欠く。そうすると、二つの補足意見（前出
の宮川補足意見および金築誠志補足意見）が、法廷意見の結論に至る理由を詳しく
説明しているとみるのが妥当であろう。そして、補足意見の中で語られる論拠の中
でも、法廷意見の結論を決定づけたものは、行政救済における国家賠償制度の意義
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されよう。また、同最判は、公定力の適用を合理的範囲にとどめようとす
る行政法学の潮流からしても、重要な意義を有するものであった。
　以上のように、平成22年最判によって「課税処分の国家賠償訴訟に公定
力は及ぶのか」という問題には決着がつき、課税処分の公定力は国家賠償
訴訟との関係で克服されたのである。そうすると、次は、違法な課税処分
をめぐる国家賠償訴訟が、どのように展開していくのかが問題となろう
（公定力の克服の「その後」）。とりわけ、そのような国家賠償訴訟におい
て、違法性や故意・過失の要件はどのように判断されるか
（８）
。課税処分にか
かる国家賠償が公定力の実質的否定につながることに配慮して、国家賠償
責任の成立につき、単純な過失ではなく、故意・重過失に限定すべしとの
説もある
（９）
。本稿の目的は、平成22年最判以降の裁判例、とくに同最判と同
様の固定資産税の誤課税をめぐる国家賠償訴訟を分析することで、固定資
産税の誤課税をめぐる権利救済の状況とその課題を明らかにすることであ
る。
　本稿の構成は次の通りである。まず、固定資産税の誤課税について、地
方税法の定める争訟方法は、納税者の権利救済の見地からすると不十分な
点がある。このことが、自治体による自主的な過誤納金相当額の返還（要
綱による返還）や国家賠償訴訟など、固定資産税制度の枠外での救済の要
請と結びついている（ 1．固定資産税の誤課税と救済）。そのような救済の
選択肢の中で、平成22年最判が課税処分の取消を経ずに国家賠償請求をな
しうることを認めたことの意義は大きい。認知されている誤課税が氷山の
一角であるとすれば、長期間にわたる誤課税については、国家賠償訴訟が
中心的な救済方法として重要な役割を果たすことになろう。そこでは、固
すなわち憲法17条論であると思われる（この点については、手塚貴大「固定資産税
争訟・国家賠償・公定力」税法学567号197頁（2012年）、高木光「公定力と国家賠
償」水野古稀『行政と国民の権利』（法律文化社、2011年）13頁を参照）。
（ 8）　北村和生「金銭の給付や徴収に関する行政処分と国家賠償―最高裁平成22年
判決を踏まえて」水野古稀『行政と国民の権利』前掲注（ 3）20頁参照。
（ 9）　塩野宏『行政法Ⅱ〔第 6版〕』（有斐閣、2019年）348頁参照。
違法な課税処分をめぐる国家賠償訴訟（平川）　　669
定資産税の賦課・徴収について、国家賠償法上の違法性がどのように判断
されるか
（10）
。平成22年最判以降の裁判例の状況を概観したうえで（ 2．裁判
例の状況）、住宅用地の特例に関する裁判例と固定資産の評価に関する裁
判例とに分けて、違法性の判断基準やその判断における考慮要素を分析す
る（ 3．裁判例の分析）。
1 ．固定資産税の誤課税と救済
（ 1）固定資産税の誤課税の状況
　固定資産税の誤課税をめぐる一連の国家賠償訴訟を受けてのことであろ
う、総務省は、市町村に対し、固定資産税および都市計画税に関し、税額
修正の状況について調査を行っている。当該調査により、平成21年ないし
平成23年において、調査に回答した自治体（1,592市町村）のうち97％の自
治体で税額修正をした納税義務者数が 1人以上あったことが判明した
（11）
。固
定資産税の納税義務者数に占める修正者数の割合でみれば（【表 1】参照）、
修正があったのは全体の一部であるとはいえ（ただし、認知件数ではある）、
固定資産税の誤課税は誰にでも起こりうるものと認識されるようになった
と思われる
（12）
。この調査の後、同様の調査はされていないようであるが、今
日もなお固定資産税の誤課税に関する報道は絶えない
（13）
。
（10）　後述の通り、課税処分の国家賠償法上の違法性について、判例は職務行為基準
説によることから、違法性の問題が中心的な争点となる。
（11）　総務省「固定資産税及び都市計画税に係る税額修正の状況調査結果」（平成24
年）参照（参照URL：http://www.soumu.go.jp/main_content/000173655.pdf　2019
年11月22日閲覧）。
（12）　同調査結果によれば、税額修正のうち、土地については増額修正32.0％、減額
修正68.0％、家屋については増額修正40.5％、減額修正59.5％であり、過大な税額
を賦課・徴収していたケースの割合が多い。
（13）　例えば、最近のケースで誤課税の金額の大きいものとしては、ある自治体で住
宅用地の特例の不適用にかかる76件・総額1,540万円の誤課税が発覚している（日
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【表 1】納税義務者数に占める税額修正のあった人数の割合
年度
土地 家屋
修正者数／納税義務者数 修正割合 修正者数／納税義務者数 修正割合
平成21年度 76,613人／28,991,554人 0.3％ 118,570人／32,644,343人 0.4％
平成22年度 49,042人／29,184,470人 0.2％ 56,407人／32,904,180人 0.2％
平成23年度 44,749人／29,307,753人 0.2％ 44,636人／33,222,534人 0.1％
平均 ─ 0.2％ ─ 0.2％
（出典）総務省「固定資産税及び都市計画税に係る税額修正の状況調査結果」（平成24年）
（ 2）地方税法の定める救済方法
　固定資産税の誤課税について、どのような権利救済方法があるかを確認
しよう。地方税法は、固定資産税について、固定資産税台帳に登録された
価格に不服がある場合とそれ以外の場合とで不服申立ての方法を別に規定
している。
①　固定資産税台帳の登録価格についての争訟方法
　固定資産税台帳の登録価格に対する不服については、固定資産評価審査
委員会への審査申出と、審査会の決定に対する取消訴訟に争訟方法が限定
されている（地方税法432条 1 項、同法434条 1 項）。不服申立期間は価格登
録の公示の日から納税通知書の交付を受けた日後 3月を経過する日までで
あり（同法432条 1 項）、審査の申出の対象は原則として基準年度のみであ
る（同法432条 1 項但書）
（14）
。
本経済新聞2019年 8 月21日・西部朝刊・社会17面）。
（14）　第 2年度および第 3年度については、地目の変換など特別の事情があることを
申し立てる場合を除き、審査の申出はできない。ところで、既存家屋の評価を争う
際に、建築当初の評価の誤りを主張することは可能であると解される（東京高判平
成27年 9 月24日 LEX/DB 文献番号25447785）。同判決によれば、在来分の非木造家
屋に係る再建築費評点数は「基準年度の前年度における再建築費評点数」に「再建
築費評点補正率」を乗じて求められるところ、その「基準年度の前年度における再
建築費評点数」は固定資産評価基準に則って求められた再建築費評点数をいうもの
と解されるとし、「基準年度の前年度における再建築費評点数」は、（課税庁が主張
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②　登録価格以外の事項についての争訟方法
　登録価格以外の事項、例えば、課税標準の特例の適否などの事項につい
ては、行政不服審査法に基づく市町村長への審査請求と、市町村長の裁決
に対する取消訴訟による。この場合、不服申立期間は、処分があったこと
を知った日の翌日から起算して 3月を経過するときまでであり（行政不服
審査法18条 1 項）、取消訴訟との関係では審査請求前置である（地方税法19
条の12）。
③　職権による登録価格の修正
　上記①および②が納税者側から誤課税の是正を求める方法であるのに対
し、地方税法には、職権による登録価格の修正方法も規定されている。
　市町村長は、価格等の登録の公示の日以後において固定資産の価格等の
登録がなされていないこと、又は登録価格等に「重大な錯誤」があること
を発見した場合において、直ちに価格等を決定・修正し、固定資産課税台
帳に登録しなければならない（地方税法417条 1 項）。登録価格の修正が可
能な期間（公示の日以後いつまで修正が可能か）について特段の規定はな
い。期間制限の規定がないので、過年度における登録価格の修正も可能で
あると思われるが、その場合、更正の除斥期間（同法17条の 3 第 5 項）を
考慮すると、法定納期限の翌日から起算して 5年を経過する日までと考え
られる
（15）
。「重大な錯誤」とは、虚偽の申告又は申請による誤算、課税台帳
に登録する際の誤記、価格等を決定する際の計算単位の誤り、評価調書に
おける課税客体の明瞭な誤認等、客観的に価格等自体の決定に重大な誤り
するような）前基準年度に算出された事実としての確定数値をいうものではないと
される。同判決の評釈として、渡辺徹也「判批」『平成28年度重要判例解説』（有
斐閣、2017年）206頁、高橋祐介「判批」『最新租税基本判例70』（日本税務研究セ
ンター、2019年）229頁がある。
（15）　大阪地判平成15年 7 月25日判自264号51頁は、賦課決定の除斥期間の規定を斟
酌して、 5年分に限り固定資産価格の修正を行ったことにつき、修正期間に違法は
ないとする。
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があると認められる場合をいい、単なる誤り程度のものは含まれないとさ
れる
（16）
。
　職権による登録価格の修正があった場合について、地方税法には修正さ
れた登録価格に基づく賦課額の更正処分を命じる規定はない。しかし、こ
の場合、当然、修正価格に基づいて賦課額を更正する義務があるものと解
すべきであろう
（17）
。登録価格の職権による修正は、上記①の審査申出期間が
経過している場合に、納税者にとって重要な救済方法の一つである。しか
しながら、この場合、納税者には職権修正を求める申請権は規定されてい
ないので、納税者からの指摘を契機とする職権発動はありうるものの、
「重大な錯誤」はないとして職権修正がなされない場合、それを争う方法
は限定さていている
（18）
。
　以上の通り、地方税法は固定資産税の誤課税の救済方法を定めており、
そこでは争訟方法と争訟期間が限定されている。このことは課税関係をめ
ぐる法律関係の安定性と、課税処分の大量性からくる要請のためであり、
一定の合理性があるものと思われる。しかし、固定資産税における資産評
価の複雑さや、賦課課税方式のもとで納税者が誤課税に気付きにくいこと
もあり
（19）
、地方税法所定の争訟期間が経過して、長期間放置されたままにな
（16）　固定資産税務研究会編『固定資産税逐条解説』（地方財務協会、2010年）483頁
参照。
（17）　地方税法419条 2 項（登録価格の修正に関する都道府県知事の勧告に基づく登
録価格の修正）については、同法420条が賦課額の更正の義務を明記している。同
法417条 1 項による修正は登録価格に「重大な錯誤」がある場合等に行われるもの
であるのに対し、同法419条は「固定資産評価基準によって行われていないと認め
る場合」についてのものであり、納税者への修正の通知方法も異なる（前者は個別
通知、後者は公示による）。前者において、個々の納税者に対し価格の修正を通知
しているのに税額の更正を伴わないという事態は想定し難く、この場合には、更正
の義務付け規定を置くまでもなく、更正がなされるべきことを予定しているものと
解される。
（18）　非申請型義務付け訴訟（行政事件訴訟法 3 条 6 項 1 号）の提起が考えられる
が、補充性要件を満たさず、不適法とした裁判例として神戸地判平成19年 3 月16日
判自303号27頁がある。
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っている過年度の誤課税については、地方税法の定める救済方法はほとん
ど機能しない。このことに対する問題意識が、次に述べる要綱による過誤
納金相当額の返還という事象につながっているのではないか。
（ 3）要綱による過誤納金相当額の返還
　現在も多くの自治体において、要綱などを定めて過誤納金相当額の返還
を行う例がみられる。その発端は、固定資産税の誤課税をめぐる「横浜市
固定資産税過誤納金問題研究会報告書」（平成 2年）や、「八潮市固定資産
税等過納金問題報告書」（平成 5年）に遡ることができよう。横浜市では、
平成元年から固定資産税の納税通知書に「課税資産の内訳」を添付したこ
とを契機に、959件の誤課税が発覚し、このうち199件については地方税法
の規定により還付できない過誤納金が生じた。この事態を受け、横浜市長
は、市民の信頼回復のため、誤課税により生じた還付不能の過誤納金問題
の解決方法について検討する研究会を設置した
（20）
。八潮市では、浦和地判平
成 4年 2月24日判時1429号105頁（八潮市事件）において国家賠償請求が認
容されたことを契機に（八潮市は控訴せず、同判決が確定）、訴訟を提起し
なかった納税者以外にも過誤納金相当額を返還するための手法が検討され
ることとなった
（21）
。これらの研究会では、返還のために考えられる各種の手
（19）　争訟ルートの利用の困難性について、碓井光明「違法な課税処分による納付税
額の回復方法」金子宏編『租税法の発展』（有斐閣、2010年）557頁参照。他方で、
課税明細書などから、以前よりは評価の詳細について不知のままでいる事態は生じ
ないような対応がなされていると指摘もある（高野幸大「固定資産税における争訟
方法と国家賠償訴訟との関係について」資産評価情報184号 9 頁（2011年）参照）。
確かに、縦覧制度や課税明細書の送付、固定資産課税台帳の閲覧制度、宅地の標準
的な価格の閲覧制度など各種の情報開示制度が整備されているところであり、これ
らの制度を今後もより使いやすいものにしていく必要があろう。その際、税の専門
家ではない一般の納税者の目からみて分かりやすいものになっているかという視点
が重要である。
（20）　以上につき、「横浜市固定資産税過誤納金問題研究会報告書」税46巻 6 号52頁
（1991年）を参照。
（21）　以上につき、「八潮市固定資産税等過納金問題報告書」税48巻 8 号121頁（1993
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法とその法的問題を検討したうえで、結論としては、地方自治法232条の
2 に基づき、「公益上の必要のある場合」の寄附として過誤納金相当額の
返還を行うことが示唆されている
（22）
。その後、横浜市では「市税に係る返還
金の支払要綱」（平成 3 年 8 月 1 日制定）を定め、「地方税法の規定によっ
ては還付することのできない過誤納金に相当する額およびこれに係る利息
相当額」の返還を行っている。おそらく、こうした先行事例を参考に、多
くの自治体で同様の返還要綱が定められたようである
（23）
。もっとも、返還要
綱を定めるかどうか、返還要綱があるとしても、返還対象となる期間など
は自治体ごとに区々である
（24）
。
　誤課税にあった納税者にとってみれば、どのような方法であれ、過誤納
金相当額が返還されるのは大変結構なことである。しかし、そこには問題
が潜んでいることも指摘しておかなければならない。まず、返還要綱の趣
旨や制定の背景からすると、要綱による返還は、地方税法上の争訟方法と
その期間制限や、消滅時効をかいくぐるための一種の脱法行為ではない
か、という法理論上の問題がある
（25）
。さらに、課税庁のミスが、課税庁自身
年）を参照。
（22）　阿部泰隆は、寄付は任意であるから相手によって寄付したりしなかったりとい
う不公平行政の元凶となると指摘し、国家賠償責任に立った考え方の方がまだ支持
できるとする（阿部泰隆『政策法務からの提言』（日本評論社、1993年）194頁以
下、同「時効にかかった固定資産税過誤納金の返還の根拠」税49巻 3 号10頁を参
照）。
（23）　例えば、朝日新聞2018年 1 月11日（朝刊・社会 1面）によれば、全国20の政令
指定都市および東京都のうち、名古屋市以外は返還要綱を定めており、現在では返
還要綱をもたない名古屋市も1992年から2007年まで返還要綱を定めていたという。
（24）　小林敬和「『要綱』に基づく固定資産税過誤納金の返還と時効」高岡法学14巻
1 ＝ 2 合併号101頁（2003年）は、いくつかの自治体の返還要綱を詳細に比較分析
しており、要綱による返還の諸相を知ることができる。なかには、「要綱」でもカ
バーできない部分は「管理職が分担して返還している」など、自治体独自の創意工
夫として片付けていいものかどうか、疑問の残る例もある。
（25）　高橋祐介「判批」法政論集247号194頁（2012年）参照。高橋は、続けて、国家
賠償否定説の根拠とする争訟方法の限定や期間制限の趣旨（「課税関係の早期確定」
の要請）は、要綱の広がりによって骨抜き状態となっていると指摘する（同196頁
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にとってわかりやすいときだけ（たとえ故意過失や職務上の義務違反がない
としても）返還し、そうでないときには返還しない（あるいは故意過失や職
務上の義務違反がある場合のみ国家賠償訴訟を通じて返還する）という意味
で、過誤納金が生じたすべての納税者に平等な救済を与えるものではな
い、という実践上の問題である
（26）
。
（ 4）その他の救済方法
　地方税法の争訟制度によることができず、職権による修正・減額更正が
なされず、要綱による返還も得られなかった納税者としては、その他にど
のような手段をとることができるだろうか。
①　職権による修正および減額更正の義務付け訴訟
　前述の通り、地方税法417条 1 項は、職権による登録価格の修正を定め
ている。自発的に、あるいは納税者の申出に対し、職権修正が行われない
場合、納税者としては職権発動を求めて、非申請型義務付け訴訟（行政事
件訴訟法 3条 6項 1 号）を提起することが考えられる。
　この場合、非申請型義務付け訴訟の訴訟要件として「重大な損害を生ず
るおそれがあり」、「かつ」、「その損害を避けるため他に適当な方法がない
ときに限り」と定められていることから、これらの要件を満たすかが問題
となる。とくに、後者については、前述（ 2）①および②に示した法定の
争訟方法が規定されていることや
（27）
、職権による価格の修正の発動要件であ
る「重大な錯誤」を無効事由として誤納金の返還を求める公法上の不当利
参照）。
　　なお、要綱による返還の問題については、図子善信「地方税における税務上の過
誤と責任問題の検討」税64巻 5 号 4 頁（2009年）、日下文男「誤課税・誤徴収と国
家賠償」税64巻11号185頁（2009年）、岡本博志「判批」北九州市立大学法制論集38
巻 4 号128頁（2011年）も参照。
（26）　高橋・同上191頁参照。
（27）　法人税に関する事案であるが、東京地判平成24年 2 月28日訟月58巻 8 号3020
頁は、更正の請求の制度があることから補充性要件を欠くと判示している。
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得返還請求をなしうることを理由に、補充性の要件を満たさないとされる
可能性がある。また仮に、義務付け請求が認容されたとしても、更正の除
斥期間を過ぎている部分についてはもはや修正できない。
②　処分の無効を理由とする不当利得返還訴訟
　職権による価格の修正の発動要件である「重大な錯誤」がある場合、課
税処分の無効事由にあたり、公法上の不当利得返還請求をすることができ
ると解される。課税処分が無効の場合、納付した税額は誤納金となるとこ
ろ、誤納金の還付請求権は「その請求をすることができる日から 5年経過
したときは」時効により消滅する（地方税法18条の 3第 1 項）。「その請求を
することができる日」は、納付のあった日と解され
（28）
、したがって、納付の
時から 5年を経過している場合、処分が無効であったとしても、還付請求
権は時効により消滅している。この場合について、自治体は時効の援用を
要せず、またその利益を放棄することはできない（地方税法18条の 3 第 2
項、18条 2 項）。
③　国家賠償訴訟
　これに対し、国家賠償訴訟による場合、国家賠償請求権の除斥期間が不
法行為の時から起算して20年であるため（国賠法 4 条、民法724条）、長期
間にわたる誤課税による損害について争うことができる。この点が、国家
賠償訴訟の最大のメリットであろう。前述の通り、平成22年最判は、違法
な課税処分に対する国家賠償請求の可否につき、肯定説に立つことを明示
した。判例が国家賠償法における課税処分の違法性について職務行為基準
説を採用していることや
（29）
、立証責任が原告納税者側にあることなど、国家
賠償訴訟には一定のハードルがあることを考慮しても、誤課税を受けた納
税者にとって救済を求めるための有力な方法であることに違いない。
（28）　最判昭和52年 3 月31日訟月23巻 4 号802頁。
（29）　最判平成 5年 3月11日民集47巻 4 号2863頁。
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2 ．裁判例の状況
（ 1）平成22年最判以降の裁判例の状況
　試みに、TKC法律情報データベース（LEX/DB インターネット）におい
て、平成22年最判以降の固定資産税をめぐる国家賠償請求事件を検索する
と、いくつかの裁判例を見つけることができる
（30）
。参考までに上の作業で得
られた件数を挙げると、次の通りである。
・住宅用地の特例に関する裁判例　11件（認容・一部認容10件、棄却 1件）
・土地の評価をめぐるもの　 8件（認容・一部認容 4件、棄却 3 件（その他
1件
（31）
））
・家屋の評価をめぐるもの　 7件（認容・一部認容 3件、棄却 4件
（32）
）
・その他　 2件（認容 2件）
（33）
　注目されるのは、請求認容・一部認容判決が決して少なくはないという
（30）　2019年 9 月時点での検索結果による。平成22年最判より前の裁判例の状況につ
いては、北村和生「金銭の給付や徴収に関する行政処分と国家賠償請求」水野古稀
『行政と国民の権利』（法律文化社、2011年）20頁、佐藤英明「固定資産評価と司法
的対応」資産評価情報186号 2 頁（2012年）がある。平成22年最判以降の裁判例に
ついては、沼井英明「国家賠償法 1条 1 項に基づく固定資産税の過納金相当額の損
害賠償請求に係る諸問題」EvaluationNo.60/61（2016年）97頁でも分析されてい
る。
（31）　その他の 1 件（東京地判平成27年 1 月19日 LEX/DB 文献番号25524550）は、
和解により請求権が消滅したとして請求を棄却したものであり、国家賠償責任につ
いては判断していない。
（32）　第 1 審で請求認容、控訴審で請求棄却（のち上告棄却・不受理決定により確
定）となった事例は、棄却の事例（ 1件）としてカウントしている。
（33）　千葉地判平成23年 1 月28日判時2111号97頁（建物増築部分に対する二重課税に
つき課税庁の過失を認め、請求認容）、名古屋高裁28年11月24日 LEX/DB 文献番号
25544709（登記簿上の所有者でない者に対する課税につき、相当かつ慎重な調査を
経ないまま家屋課税台帳の所有者の記載を誤ったことは国家賠償法上、違法である
として請求認容）である。
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点である。前述の要綱による返還の実態に鑑みれば、国家賠償訴訟に発展
している事案は、課税庁側にとって誤課税を認めがたいケースであろうと
思われる（課税庁が争う余地がないと判断すれば、要綱による返還をしたであ
ろう）。そのようなハードケースと考えられるにもかかわらず、納税者勝
訴が少なくないということは重要な事実である。
（ 2）固定資産税国家賠償訴訟における違法性の判断基準
　平成22年最判は、違法な課税処分を理由とする国家賠償請求を認め、職
務上の法的義務違反の有無につき審理させるため、原審に差戻した。当該
事案は、その後、和解したため
（34）
、どのような事情のもとに職務上の法的義
務違反が認められるかは、のちの裁判例の積み重ねに委ねられることとな
った。
　職務上の法的義務違反の判断において、最判平成 5年 3月11日民集47巻
4 号2863頁（奈良民商事件。以下、「平成 5 年最判」という）が重要である。
当該事件において、最高裁は、「税務署長のする所得税の更正は、所得金
額を過大に認定していたとしても、そのことから直ちに国家賠償法 1条 1
項にいう違法があったとの評価を受けるものではなく、税務署長が資料を
収集し、これに基づき課税要件事実を認定、判断する上において、職務上
通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と更正をしたと認め得るよ
うな事情がある場合に限り、右の評価を受けるものと解するのが相当であ
る」と判示した。いわゆる職務行為基準説である
（35）
。それでは、具体的にど
（34）　名古屋市が15年分の過誤納金相当額867万円および弁護士費用などを含む合計
1495万円を支払うことで合意したとのことである。このことについて、図子善信
「新しい納税者救済としての国家賠償請求訴訟を考える」税67巻10号13頁（2012年）
を参照。
（35）　本稿では国家賠償法における違法性概念に関する論点は扱わない。その問題状
況については、さしあたり北村和生「国家賠償における違法と過失」『行政法の争
点』（有斐閣、2014年）146頁を参照。学説における公権力発動要件欠如説と、判例
のとる職務義務違反説（職務行為基準説）との対立を検証し、法治国家原理のもと
での職務義務違反説の体系的理解を試みる論考として、米田雅宏「国家賠償法一条
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のような事情であれば、「職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことな
く漫然と」処分を行ったと評価されるのだろうか
（36）
。固定資産税は賦課課税
方式であるところ、このことが「職務上通常尽くすべき注意義務」にどの
程度影響するかも注目される
（37）
。
（ 3）固定資産税の課税の仕組みと課税庁の責務
　具体的な裁判例の分析に入る前に、固定資産税の課税の仕組みを確認す
る。固定資産税は賦課課税方式の租税である（地方税法上の用語では「普通
徴収」という。地方税法364条 1 項）。市町村長は固定資産評価員の評価に基
づき固定資産の価格等を決定し（同法410条）、当該価格等を固定資産課税
台帳に登録し（同法411条）、登録された価格に基づいて固定資産税の賦課
徴収を行う。市町村長は、固定資産価格の決定にあたり「固定資産評価基
準によって」これを行わなければならず（同法403条 1 項）、固定資産の評
価事務に従事する職員には「納税者とともにする実地調査、納税者に対す
る質問、納税者の申告書の調査等のあらゆる方法によって、公正な評価を
する」努力義務があり（同法403条 2 項）、固定資産の状況に関する「毎年
少なくとも 1 回実地」の調査が義務づけられている（同法408条）。以上の
が定める違法概念の体系的理解に向けた一考察（一・二）－職務義務違反説の可能
性―」法学81巻 6 号332頁、同82巻 1 号70頁（2018年）がある。
（36）　佐藤英明は、平成22年最判を受けた実務家向けの講演において、住宅用地の特
例のように当事者からの申告がなくても特例を適用しなければならないことを担当
者が認識していたにもかかわらず、それを放置していたようなパターンでは、今
後、かなり厳しく責任が追及されるであろうと警鐘を鳴らす（佐藤英明「固定資産
評価と司法的対応」資産評価情報186号10頁（2012年）を参照）。
（37）　柴由花は、固定資産税のような賦課課税方式の税は、もっぱら課税庁がデータ
の収集等を行い、固定資産評価額の決定を行うことから、職務上通常尽くすべき注
意義務違反が申告納税方式に比して重くなると考えられると指摘する（柴由花「判
批」ジュリ1437号115頁（2012年）参照）。北村和生は、注意義務違反の認定につい
ては課税庁の調査義務の有無が大きな役割を果たしていると指摘する（北村和生
「金銭の納付や徴収に関する行政処分と国家賠償―平成22年判決を踏まえて」『行政
と国民の権利（水野武夫先生古稀記念）』（法律文化社、2011年）28頁参照）。
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通り、固定資産税の賦課・徴収にあたっては、評価事務にあたる職員や課
税庁たる市町村長に対し、地方税法上、各種の職務上の義務が規定されて
いる。このことを踏まえて、次に具体的な裁判例を分析する。
3 ．裁判例の分析
（ 1）住宅用地の特例に関する裁判例
①　住宅用地の特例の概要
　固定資産税の賦課にあたり、住宅用地については、税負担の軽減のた
め、その面積の広さに応じて課税標準の額を減額する特例が規定されてい
る。住宅用地とは、「専ら人の居住の用に供する家屋又はその一部を人の
居住の用に供する家屋で政令で定めるものの敷地の用に供されている土地
で政令で定めるもの」をいい
（38）
、課税標準となるべき価格の 3分の 1が課税
標準の額となる（地方税法349条の 3 の 2 第 1 項）。また、住宅用地のうち、
200㎡以下の住宅用地（200㎡を超える場合は住宅 1 戸あたり200㎡までの部
分）を小規模住宅用地といい、小規模宅地については課税標準となるべき
価格の 6分の 1が課税標準の額となる（同法349条の 3の 2 第 2 項）。住宅用
地の特例の適用にあたっては、ある土地が「住宅用地」にあたるか否かを
判断し、その適用範囲を認定する必要がある
（39）
。
（38）　ただし、当該土地が当該家屋の床面積の10倍を超える場合には、当該10倍の面
積に相当する土地をいう（地方税法施行令52条の11）。
（39）　「人の居住の用に供する家屋」があるかないか、「専ら人の居住の用に供する家
屋（専用住宅）」か「一部を人の居住の用に供する家屋（併用住宅）」か、併用住宅
の居住部分の割合はどうか、「敷地の用に供されている土地」の範囲などが問題に
なる。課税処分取消訴訟において、「敷地の用に供されている土地」の意義につい
て争われた事例として、東京高判平成29年 8 月24日 LEX/DB 文献番号25546537
（介護付き有料老人ホームに付属する駐車場用地につき住宅用地該当性が争われた
事例）がある。同判決は、「土地と専用住宅又は併用住宅の形状や利用状況等を踏
まえ、社会通念に従い、その土地が専用住宅又は併用住宅を維持し又はその効用を
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②　住宅用地の特例不適用にかかる問題状況
　裁判例で問題となっている事案では、長期間にわたり、本来適用される
べき住宅用地の特例が適用されていなかったというケースが多い。その理
由としては、住宅用地の所有者に対し、条例で当該住宅用地にかかる申告
義務を課したものの
（40）
、納税者からの申告がなく、また納税者の申告がなけ
れば特例を適用しないとの運用がされていたことがあげられる。具体的に
は、制度の創設当初又は新築当初に申告がなかったために特例が適用され
ていないケースだけでなく、当初は事務所として利用していたものの（住
宅用地非該当）、のちに住居として利用（住宅用地該当）など、家屋の利用
状況の変化により特例の要件を充足することとなったにもかかわらず、申
告がなかったために特例が適用されていなかったケースがある。
　住宅用地の特例の不適用をめぐる国家賠償訴訟では、このような納税者
の申告義務の存在（申告義務の不履行）は、課税処分の違法性や過失の有
無の判断に影響を与えるのかという点が、大きな争点として挙げられる。
③　「職務上尽くすべき注意義務」違反の考慮要素
　納税者の不申告により国家賠償責任の成立が否定されるかという問題に
ついて、いずれの裁判例も、納税者が不申告であったとしても、そのこと
を理由に課税処分の違法性ないし課税庁の過失が否定されるわけではない
とする。次のような理由を挙げ、特例の適用の可否の判断は、第 1次的に
課税庁がなすべきものであるから、納税者が不申告であっても賦課決定の
違法性ないし課税庁の過失には影響しない、というのである。
果たすために使用されている一画地の土地であるかどうかによって判断すべきもの
と解するのが相当である」と判示する。
（40）　地方税法384条によれば、市町村長は、条例で定めるところにより、住宅用地
の所有者に対し、当該住宅用地について、その所在、面積、その上に存する家屋の
床面積および用途、住居の数その他固定資産税の賦課徴収に関し必要な事項を申告
させることができる。また、正当な理由のない不申告について、条例で10万円以下
の過料を定めることもできる（同法386条）
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・住宅用地の申告は特例の適用要件ではないこと
・住宅用地の特定の適用要件を満たす土地につき、同特例を適用するか否
かの裁量はないこと
・住宅用地の申告が綿密調査の契機の一つとなっていることに鑑みれば、
申告は課税庁が住宅用地の認定をするのを補完するためのものに過ぎな
いこと
　したがって、住宅用地の特例の適用にあったては、課税庁としては納税
者の申告の有無にかかわらず、適用要件の充足の有無を調査し、適用要件
を充足する土地には同特例の規定に従って算出した価格を固定資産税課税
台帳に登録し、当該価格に基づいて賦課決定をすべきことが職務上の法的
義務であり
（41）
、そのために課税庁が「職務上尽くすべき注意義務」を尽くし
ていたかが問われる。
　まず、綿密調査を実施すべき契機（調査の端緒）があったにもかかわら
ず、綿密調査がされなかったか、調査が不十分（きちんと調査していれば適
用要件を充足していることがわかったはず）であると評価される場合には、
職務上の注意義務違反が認められている
（42）
。調査の端緒としては、登記の異
動があったこと、航空写真から外観上の変化が判読し得たこと、住宅地図
上の記載の変化などがあげられる
（43）
。一方で、調査の端緒に乏しいうえに、
（41）　平成22年最判より前の裁判例においても、国家賠償を認容した裁判例で同旨の
判断がなされている（前掲・浦和地判平成 4年 2 月24日、神戸地判平成17年11月16
日判自285号61頁およびその控訴審である大阪高判平成18年 3 月24日判自285号56頁
を参照）。
（42）　実地調査を実施した際に、更なる聞き取りをすべきであったとする裁判例とし
て、前橋地判平成27年11月 4 日 LEX/DB 文献番号25541858がある。当該事案では、
納税者による申告はなかったもの、申告は課税庁による認定を補完する制度にすぎ
ず、申告をしなくても原告の落ち度とは言えないこと、一般納税者にとって、課税
明細書の記載から誤りに気付くことは困難であり、特段の事情がない限り原告に過
失はないとした。
（43）　東京地判平成29年 3 月27日判タ1452号214頁は、航空写真上の 2㎜のサイズの
変化について、所定の判読作業（実体鏡・拡大鏡等を十分活用して、さらに技術者
を変えて 3回以上行ったうえで、さらに判読結果をもとに作業に精通している技術
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納税者からの申告もなかった事案では、実地調査は固定資産の状況を知り
得る程度に行われていれば足りるとし、納税者の申告義務の存在も注意義
務を尽くしたか否かを検討するにあたり十分に斟酌されなければならない
とされている
（44）
。
　また、納税者に対する個別の調査が事実上不可能という場合であって
も、課税庁としては「情報を収集すべく合理的な範囲で手段を尽くすべき
もの」であり、「情報を入手しやすくする措置を講ずることもなく、利用
状況の変化に関する情報が確認されなかったとして特例の適用をしなかっ
た場合には、職務上尽くすべき注意義務を尽くしたとはいえない」とされ
る
（45）
。
者が判定判読を行うものとされている）によれば、 2㎜ほどのサイズであれば前年
と異なることの判読は可能であったとする。東京地判平成28年 4 月28日判タ1433号
177頁は、居宅の庭として隣地を購入し、その後物置を設置して利用していた事案
において、登記上の異動はなく調査の端緒となる事情が乏しいものの、航空写真で
物置が確認されること、後年の住宅地図には物置の表示があり、所内調査を適切に
実施すれば土地の利用状況について疑義を生じえたといえ、調査を行っていれば比
較的簡単に利用状況を確認できたとする。
（44）　大阪地判平成28年12月 1 日判自428号65頁は、建物の利用状況の変化により専
用住宅に該当することとなったケースである。当該事案では、土地上に 2つの隣接
した建物があり、各建物はそれぞれ別に「事務所」「居宅」として登記されていた。
外観上も別の建物の様相（各建物に玄関があり、屋根に段差がある）をしていた。
その後、事務所部分の利用状況が変化し、専用住宅に該当することとなったが、特
例が適用されていなかった。当該事案では、各建物が 1個の家屋かどうかは外観上
明白ではないうえ、登記上の異動もなく、納税者からの申告もなかったという。な
お、特例非適用に関する裁判例の検索結果の中では、この 1件だけが「職務上尽く
すべき注意義務」違反を否定している。
（45）　別荘の定義にかかる法令の改正に伴う、別荘の該当性（毎月 1日以上の利用が
あるか）の判断に関する、鳥取地判平成26年10月15日判自403号17頁を参照。佐伯
彰洋・近藤卓也「固定資産税の過払い金請求事件」判自417号28頁は、本判決につ
き、「個別の住民に対して調査を行うことが事実上不可能であるために、上記の
『本来的』な注意義務を修正したものと解される」とする。
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④　申告義務の懈怠による過失相殺
　上記の通り、納税者の申告義務が不履行であったとしても、課税庁の注
意義務違反が否定されるわけではない。もっとも、多くの裁判例で、納税
者が特例を適用されるべきことを容易に知りえる状況にあり、申告義務を
果たすことが困難ではなかった場合には、納税者側の過失として過失相殺
において考慮されている。登記上の異動や外観上の変化に乏しいケースで
は、納税者側の不申告は、損害の発生・拡大への寄与が大きいものとし
て、 3割から 4割の過失相殺がされている
（46）
。他方で、認定上の記載ミスな
ど、課税庁による単純なミスの場合についても、不申告につき損害の発
生・拡大に一定程度寄与しているとして、 1割から 3割の過失相殺が認め
られている
（47）
。もっとも、実地調査における聞き取り調査が不十分であった
（46）　建物の外観から併用住宅の認定をするのが困難な場合が多く、所有者による協
力が重要であるとして、納税者の不申告につき 3割の過失相殺を認めたものがある
（東京高判平成29年 5 月10日判自432号40頁）。外観上の変化（物置の設置）はある
ものの、登記上の地目の変更や登記がなかった事案（調査の端緒が比較的乏しいケ
ース）でも、漫然と申告を怠ったことにより損害の発生・拡大に一定程度寄与した
として、 3 割の過失相殺が認められている（前掲・東京地判平成28年 4 月28日）。
事務所であった家屋の一部の用途変更により、併用住宅に該当することとなった事
案では、登記簿上の異動など調査の端緒に乏しく、申告義務が課税客体の異動の把
握において重要な位置を占めるものであり、これを怠っていた納税者にも少なくな
い落ち度があるとして、 4割の過失相殺を認めている（東京地判平成29年 3 月27日
判タ1452号214頁）。
（47）　外観上、住宅用地の特例適用条件を満たしており、従前は特例が適用されてい
たものの、ある年度から非適用となっていた事案（課税庁は変更の合理的理由につ
いて主張立証していない）では、納税者が不動産貸付業者であり、固定資産税等に
関心を有していることが通常であるところ、利用状況に変化がないにもかかわら
ず、税額が 4倍になっていることの異常さを認識できたであろうこと、課税明細書
の記載から、特例の適用外となっていることを認識でき、過誤を容易に知りえたと
して、 1 割の過失相殺をしている（東京地判平成27年10月26日 LEX/DB 文献番号
25532367）。認定調査票の記載を誤った事案（実地調査で住居数を 2戸と認識した
が、住居 1戸と誤登録）や、実地調査により容易に特例適用を判断しえた事案にお
いて、申告の有無にかかわらず誤りが生じた可能性が否定できず、納税者の帰責性
は大きくないとするも、 2割の過失相殺が認められている（東京地判平成29年12月
14日 LEX/DB 文献番号25551018、東京地判平成28年10月26日判時2345号85頁）。土
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ことにつき職務上の注意義務違反を認めた事例では、聞き取り調査をして
いれば適用要件の充足を容易に把握できたものであり、併用住宅について
は居住割合によって特例の適用内容が異なること等を十分に理解した者で
ない限り、課税明細書から特例適用の誤りに気付くことは困難であり、特
段の事情のない限り、一般通常人にそのような理解を期待することはでき
ないとして、納税者の過失を否定した事案もある
（48）
。
（ 2）固定資産の評価をめぐる国家賠償
①　固定資産評価基準と「職務上尽くすべき注意義務」
　固定資産の評価に関しては、固定資産評価基準（以下、「評価基準」とい
う）によって価格を決定しなければならいとする規定（地方税法403条 1
項）の意義に関する最判平成25年 7 月12日民集67巻 6 号1255頁（車返団地
事件。以下、「平成25年最判」という）
（49）
が重要である。
　平成25年最判は、「固定資産税の課税において全国一律の統一的な評価
基準に従って公平な評価を受けるべき納税者の利益は、適正な時価との多
寡の問題とは別にそれ自体が地方税法上保護されるべきものである」と
し、決定された価格が客観的な時価を上回っていないとしても、評価基準
によって決定される価格を超える場合には、当該価格の決定は違法となる
と判示した。このことは、市町村長が、個々の納税者との関係で、評価基
地の分筆登記を端緒に土地の調査が行われ、その際に、住宅用地認定調査票が作成
されたものの、駐車場敷地の案分計算を行う上で、地積を取り違えた事案におい
て、地積の取り違えは合理的な根拠のない過誤によるものと認定するものの、土地
の利用状況の変化があった際に、住宅用地の変更の申告をしていれば、過誤の発生
を回避しえた可能性があり、課税明細書の記載から取り違えを認識しうる状況にあ
ったとし、損害の発生・拡大に一定程度寄与したとして 3割の過失相殺を認めた事
案がある（東京地判平成28年 1 月27日判タ1441号122頁）。
（48）　前橋地判平成27年11月 4 日 LEX/DB文献番号25541858。
（49）　同最判については、多数の評釈・論稿があるところ、その詳細については拙稿
「固定資産税における時価の諸問題―固定資産評価行政の問題も含めて」日税研68
号（2016年）228頁以下を参照されたい。
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準を遵守し、これに則り当該固定資産の価格等を決定すべき職務上の義務
を負っているということであり、また、評価事務の担当職員は地方税法
403条 2 項および同法408条による調査権限を駆使し、公正な価格評価に努
めるべき責務を負うということである。つまり、決定された価格が「評価
基準によって決定された価格」を上回っていないかという点と、評価基準
の解釈・適用において「職務上尽くすべき注意義務」が尽くされていたか
という点が問題になる。
　車返団地事件の差戻控訴審
（50）
の判示にみられるように、結果的に評価基準
の解釈・適用に誤り（取消訴訟における違法）があったとしても、そのよ
うな誤った解釈・適用に至る過程において「職務上尽くすべき注意義務」
が尽くされていれば、国家賠償法上、違法とはされない。
　「職務上尽くすべき注意義務」が尽くされていたか否かの判断における
考慮要素としては、まず、評価基準の文言や記載等から一定の評価方法や
一義的な解釈が導かれるか否かという点が挙げられる
（51）
。冷凍倉庫にかかる
（50）　東京高判平成26年 9 月30日判自385号36頁。本件では、登録価格の決定は評価
基準によって決定される価格を上回り違法であるとされたが、当時において一団地
の住宅施設に係る建ぺい率及び容積率の制限を固定資産の価格の決定に際して考慮
することは一般的ではなかったこと、市長の行った登録価格の決定は不動産鑑定士
による鑑定に基づいてなされたものであったことなど、諸事情を総合勘案して、
「平成21年度分の本件敷地登録価格の決定に際して、府中市長において一団地の住
宅施設に係る建ぺい率及び容積率の本件制限を固定資産の価格の決定に際して考慮
しなければならないものと認識していたわけではなく、かつ、そのような認識に至
ることを期待することも困難であったと認められる」として違法性を否定してい
る。
（51）　本文後述の冷凍倉庫にかかる事案以外のものとして、福岡高裁平成30年 2 月15
日 LEX/DB 文献番号25546783がある。当該事案は、国道等を介して隣接する、陸
上自衛隊那覇駐屯地、航空自衛隊那覇基地および大阪航空局那覇空港として使用さ
れている土地について、当該 3施設の土地全体を一団の土地としてではなく、それ
ぞれを一団の土地として評価したことの違法性が争われた。福岡高裁は、「評価基
準や自治省回答の趣旨を正しく把握し、その趣旨に従って本件各土地の評価の在り
方を検討していれば、自ずと 3施設の土地全体を一団の土地として取り扱って評価
すべき（であり、 3施設に区分することは誤りである）との結論に至ったものとい
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一連の国家賠償訴訟では、評価基準に定める非木造家屋経年減点補正率基
準表のうち「冷凍倉庫用のもの」の意義を「冷気又は低温の著しい悪影響
を直接全面に受ける倉庫」などのように限定的に解釈したことの違法性が
争われている。裁判所は、租税法規の解釈は文言に従って厳格されなけれ
ばならず、文理解釈によっては課税庁の主張する解釈は導かれないこと、
またそのように解釈すべき必要性・合理性は認められないこと、当時多く
の市町村で同様の解釈を採用していたことが認められるが、なお文理解釈
に従った解釈に基づいて適正に課税していた市町村も存在すること、上記
解釈につき国や他の自治体に問い合わせたことがないことなどから、「職
務上尽くすべき注意義務」を尽くすことなく漫然と上記のような解釈を
し、課税を行ったと評価している
（52）
。
　次に、評価基準に明確な規定がない場合や、評価基準の解釈として複数
の解釈や評価方法が認められる場合
（53）
、評価基準はその判断を課税庁の合理
的裁量に委ねているものと解され、当時の一般的な理解・取扱いの状況
（固定資産評価基準解説など実務上の解説書の内容や、他市町村等における状
況）などを考慮しつつ
（54）
、課税庁の採用した解釈や評価方法に相当の根拠が
える」し、従前、被告課税庁において、 3施設の土地を一団の土地として評価して
いることを考慮すれば、「固定資産の評価及び固定資産税の賦課決定という事務に
当たる職員として要求される通常の注意を尽くしていれば、 3施設の土地全体を一
団の土地として取り扱って評価すべき（であり、 3施設に区分することは誤りであ
る）ことに思い至ることができ、また、思い至るべきであったといえる」とし、国
家賠償責任を認めている。
（52）　仙台地判平成22年 9 月 9 日 LEX/DB 文献番号25442632参照。同様の事案とし
て東京地判平成24年 1 月25日判タ1387号171頁、平成22年最判以前の事案ではある
が、名古屋高判平成21年 4 月23日判時2058号37頁、大阪地判平成20年 9 月30日判自
318号10頁、神戸地判平成20年 7 月18日 LEX/DB 文献番号25450203がある。いずれ
も国家賠償請求を認容・一部認容している。
（53）　一棟の区分所有にかかる建物につき建物全体に単一の経年減点補正率を適用し
一括評価すべきに関し、評価基準が一括評価以外の方法を許容しているか否かにつ
いて、原審と控訴審とで判断が異なった事案として、札幌地判平成28年 1 月28日判
自416号30頁（請求認容）、札幌高裁平成28年 9 月20日判自416号24頁（請求棄却）
がある。
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あるか
（55）
、その選択は合理的であったかが検討されることとなる
（56）
。
②　不十分な実地調査・単純ミス
　評価基準の解釈の誤り以外では、評価調書の誤記載や計算ミスなどの単
純なミス
（57）
や評価業務の懈怠
（58）
、不十分な実地調査に関する事案がある。実地
調査が不十分であるとされた事案としては、東京地判平成29年 1 月30日判
タ1452号239頁（沿接する路線および正面路線の認定を誤った事案）や、大阪
地判平成28年 5 月18日判自421号60頁（がけ地補正や奥行長大補正の適用を
誤った事案）などがある
（59）
。土地の形状や利用状況などの客観的状況につい
ては、実地調査によって容易に認識し得るものであったかどうかが問題に
なる。上記の裁判例は、いずれも実地調査が不十分であったとして違法性
を認めている
（60）
。なお、求められる実地調査の程度について、大量の固定資
（54）　前掲の車返団地事件・差戻控訴審参照。ゴルフ場等用地につきゴルフ場の山林
部分とコース部分を分離評価しなければならないかが争われた事案（名古屋高判平
成24年 7 月19日判時2166号67頁、津地判平成24年 1 月26日判時2142号71頁）も参
照。
（55）　大阪地判平成28年10月27日判自427号40頁参照。
（56）　前掲・札幌高裁平成28年 9 月20日参照。
（57）　誤記載につき奈良地判平成23年 5 月10日判時2121号117頁、計算ミスにつき大
阪地判平成29年12月19日（なお本件では PHC杭の補正係数に関しても、評価基準
の解釈・適用の誤りがあるとして国家賠償法上の違法が認められている）がある。
（58）　大阪高判平成23年11月 4 日判時2142号34頁（前掲注（49）の奈良地判の控訴
審）を参照。
（59）　いずれの事案も国家賠償責任を肯定した。また、大阪地判では納税者の過失は
争われていない。東京地判では課税庁は過失相殺を主張したが、納税者が課税明細
書等から評価の誤りに気付くことは困難であるし、沿接する路線の認定や路線価を
付設するか否かの判断は、納税者の申告に基づいて把握するものではなく、もっぱ
ら課税庁の実地調査により判明する事情に基づいて行われるものであり、納税者に
過失はないと判示している。
（60）　これらのほか、ゴルフ場等用地の評価にあたり、評価基準の定める「価格事
情に変動があったこと」に関する実態調査が全く行われないまま、漫然と評価が行
われたとして国家賠償請求を認容した事案（神戸地判平成27年12月24日 LEX/DB
文献番号25542163）がある。
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産を定められた期間内に評価しなければならないこと、固定資産の価格に
ついて縦覧や不服審査の手続きが法定されていることから、「土地につい
ていえば、全ての土地の利用状況の細部についてまで逐一行う必要はな
く、特段の事情がない限り、外観上の土地の利用状況、図面等の資料を確
認する程度で足り」るとされる
（61）
。
おわりに
　上までのように、固定資産税の誤課税をめぐる裁判例を概観すると、少
なくない事案において国家賠償法上の違法性が認められ、課税庁の責任が
厳しく問われている。計算ミスや誤記載などの単純なミスだけでなく、固
定資産税の賦課・徴収において課税庁に求められる「職務上尽くすべき注
意義務」は重い。その理由としては、すでに論者の指摘するように、固定
資産税が賦課課税方式であること、地方税法上、調査義務が規定されてい
ることに加え、固定資産の評価方法等が一般人にとって理解が困難である
ことも挙げられるであろう。この点において、固定資産税をめぐる国家賠
償訴訟は、とくに長期間にわたる誤課税について被害者の権利救済にとっ
て最後の砦であると同時に、課税庁の違法行為に対する一定の制裁機能を
有し、今後の課税行政における違法行為を抑止する機能を発揮するものと
評価できる
（62）
。
（61）　高松高判平成23年12月20日 LEX/DB 文献番号25480230は、画地の認定に関し
て要求される注意義務の水準につき、同様の理由により、「土地の利用状況や形状
等を子細に検討して画地認定等の評価を行うべきことまでが職務上の注意義務とし
て要求されているとはいえない」とし、「外観上容易に確認される土地の利用状況
や現況等に従って合理性を認めうる」程度の画地認定等の評価を行っていれば足り
るとする。
（62）　本稿で分析した裁判例はいずれも違法性を職務行為基準説により判断してい
るものの、固定資産税制度の仕組み上、課税庁の責任が大きいため、要求される
「職務上尽くすべき注意義務」の程度もシビアであるように思われる。一方で、課
税物件の大量性や固定資産の評価が複雑であること、人手不足などの執行体制の現
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　一方で、多くの裁判例において、更正の除斥期間や還付金の消滅時効を
超える期間にわたり、過誤納金相当額の賠償責任が認められているという
事実を目の当たりにすると、課税処分をめぐる救済制度間で、救済の範囲
や程度に大きな差異が生じていることに疑問を感じないではない。もちろ
ん、制度が異なるのであるから、むしろ結論（救済の在り様）に差が生じ
るのは当然であり、とりたてて問題にすべきことではないのかもしれな
い。平成22年最判を受け、租税法学説においては、租税実体法的観点から
の納税者救済の可能性が論じられてもいる
（63）
。公定力を克服した、違法な課
税処分をめぐる国家賠償訴訟は、「その後」、上までに述べてきたように展
開した。それでは、「これから」、法制度全体の中で納税者の権利救済はど
のように図られるべきか。わたしたちは次の段階に立っている。
実に鑑みると、もっぱら課税庁の責任において賦課・徴収を行うという現行の固定
資産税制度にも限界がある。裁判例を見てきたとおり、執行過程における責任の所
在が国家賠償責任にも大きく影響することを考慮すれば、今後の立法政策として
は、課税庁と納税者との間で適切な役割と責任の分担を構築していくことも必要で
はないかと思われる。
（63）　中里実は「租税手続法のみで納税者救済を考える考え方は偏頗的であり、むし
ろ、民事訴訟を通じた実体法的納税者救済を考えるべき時代が来ている」（中里実
「金銭債権としての租税債権と、私法的な納税者の救済」税研161号14頁（2016年））
と述べる。また、谷口勢津夫は「国家賠償請求権の租税実体法的意義」の観点から
すると、「過納金相当額の損害」と「過納金」との関係では、国家賠償請求権と過
納金還付請求権とは「実質的に同じ」であることからすれば、課税処分の違法を理
由とする国家賠償請求を公定力の客観的範囲外と判断した以上、「過納金の返還を
求める不当利得返還請求も、課税処分の公定力の客観的範囲外」と解してよいとす
る（谷口勢津夫「過大納付税額の不当利得返還請求の許容性」芝池古稀『行政法理
論の探求』（有斐閣、2016年）446頁参照）。
